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水道財政のあり方に関する研究会報告書 
 

はじめに 

 

 

我が国の水道は住民生活に必要不可欠なライフラインとして、地域住民の生命と暮

らしを守るという極めて重要な役割を担っている。 

また、水道事業の経営においては、独立採算の原則に基づき、給水に係る費用を料

金収入ですべて賄うことが基本となっている。 

 

近年、水道事業を取り巻く経営環境は急速に厳しさを増している。 

人口減少社会や節水型社会への移行等による水需要の減少に伴い、既に料金収入は

減少傾向にあるが、今後予想されている急速な人口減少により、この傾向はさらに強

まると見込まれる。 

また、高度経済成長期以降に整備された施設等の老朽化や近年頻発する自然災害へ

の対策として、施設の着実な更新を行う必要があり、そのための経費は加速度的に増

加していくことが見込まれる。 

さらには、こうした課題に対応していくために必要となる専門人材の確保も課題と

なっている。 

 

このため、水道事業が将来にわたって持続的な経営を確保していくためには、各団

体がこれまで以上に経営基盤の強化に取り組むことが不可欠である。 

 

本研究会は、こうした背景の下、各団体における経営努力を推進する方策及び、そ

れを前提とした水道事業における持続的な経営の確保のための対応等について検討

するために設置されたものである。 

 

平成 30 年１月以降、水道事業の経営状況や広域化の先進事例の分析等、抜本改革

の方策について検証を行い、水道事業の持続的な経営に資する水道財政のあり方につ

いて議論を重ね、ここに研究会の提言を取りまとめたところである。約 10 ヶ月にわ

たり、熱心にご議論頂いた委員各位に深く感謝申し上げるとともに、本報告書が各団

体の今後の水道事業の持続的な経営のために役立つことを願ってやまない。 

 

 

平成 30 年 12 月 

 

水道財政のあり方に関する研究会 

座 長 石井 晴夫 
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１．水道事業の経営状況と今後の課題 

 

（１）水道事業の経営状況 

 

① 全体概要 

 

地方公共団体が経営する水道事業の数は、平成 28 年度において 2,033 事業1とな

っている。このうち、上水道事業2は 1,263 事業、簡易水道事業は 702 事業、用水供

給事業3は 68 事業となっている。上水道事業と簡易水道事業を給水人口規模別に見

ると、約８割の 1,520 事業が５万人未満となっている。（図表１） 

 

【図表１ 事業区分別・給水人口規模別事業数】 

 

 

水道事業の収支の状況を見ると、平成 28 年度において、水道事業全体の収支は

4,044 億円の黒字となっており、全体としては良好な状況である。（図表２） 

黒字事業と赤字事業の内訳を見ると、決算対象となる 2,038 事業4のうち、黒字事

業は全事業の93.7％に当たる1,910事業、黒字額は4,112億円となっている。また、

赤字事業は全事業の 6.3％に当たる 128 事業、赤字額は 68 億円となっている。 

                                                   
1 建設中の３事業、想定企業会計（公営企業会計として特別会計を設置していたが、特別会計を

廃止し、一般会計等において精算や地方債の償還を行い、収支は一般会計等から分別して当該公

営企業会計が設けられているものと想定し、経理されたものとして取り扱っているもの）５事業

を含むと平成 28 年度において 2,041 事業となる。 
2 本報告書では、水道法（昭和 32 年６月 15 日法律 177 号）第３条第２項に規定される「水道事

業」のうち、給水人口 5,001 人以上の事業を指す。 
3 水道法第３条第４項に規定される「水道用水供給事業」を指す。 
4 水道事業の全事業数 2,041 事業から建設中の３事業を除いた 2,038 事業を決算対象事業として

いる。 
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【図表２ 水道事業における収支状況】 

(単位：事業、億円)

区分　　　　　項目 上水道事業 簡易水道事業 用水供給事業 合計

1,158 690 62 1,910

(91.7%) (97.7%) (89.9%) (93.7%)

黒字額 3,465 99 548 4,112

105 16 7 128

(8.3%) (2.3%) (10.1%) (6.3%)

赤字額 54 6 8 68

総事業数 1,263 706 69 2,038

収支 3,411 93 540 4,044

     1.　黒字額・赤字額は、法適用企業は総収支、法非適用企業は実質収支による。
     2.　（　　）書は総事業数（建設中のものは除く。）に対する割合である。
※　平成28年度地方公営企業決算統計より作成。

赤字事業数

黒字事業数

(注)

 

 

赤字事業の内訳を見ると、上水道事業が 105 事業で大宗を占めており、総事業数

に占める赤字事業数の割合としても、簡易水道事業の 2.3％を上回る 8.3％となっ

ている。 

給水人口規模が小さい簡易水道事業は、給水人口密度も低い傾向にあるなど、一

般的に上水道事業と比較して経営条件が厳しい傾向にあるものの、経常収益5の内訳

を見ると、他会計繰入金の割合が高くなっており、現行の経費負担区分やこれに基

づく財政措置の下、他会計繰入金によっておおむね黒字が保たれている状況にある。

（図表３） 

上水道事業の料金回収率6を見ると、約2/3の団体が100％を上回っている一方で、

給水人口規模の小さい団体ほど、100%を下回る割合が高くなる傾向にあり、１万人

未満の給水人口規模では、約半分が 100％を下回っている。（図表４） 

このことから、上水道事業については、全体としては良好な経営状況にあるもの

の、個別団体に着目すると、それぞれの経営条件の違いにより、経営状況に格差が

生じていることが懸念される。持続的な経営の確保に向けた対応策等の検討に当た

っては、上水道事業における個別団体の経営状況について、さらに詳細な分析を行

う必要がある。 

 

                                                   
5  法非適用簡易水道事業においては、本来は総収益であるが、法適用事業との比較のために図表

３においては便宜的に文言を統一している。 
6 「供給単価÷給水原価×100」で算出。供給単価は、「給水収益÷年間総有収水量」で、給水原

価は「｛経常費用－（受託工事費＋材料及び不用品売却原価＋附帯事業費）－長期前受金戻入｝÷

年間総有収水量」で算出。給水に係る費用が、どの程度給水収益で賄えているかを表した指標で

ある。100％を下回っている場合、給水に係る費用が給水収益以外の収入で賄われていることを意

味する。 
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【図表３ 経常収益の内訳（水道事業）】 

 

 

 

【図表４ 給水人口規模別の料金回収率の状況（上水道事業）】 

団体区分 団体数

都及び政令市 20 15 (75.0%) 5 (25.0%)

30万人以上 48 43 (89.6%) 5 (10.4%)

15～30万 77 65 (84.4%) 12 (15.6%)

10～15万 90 70 (77.8%) 20 (22.2%)

5～10万 210 158 (75.2%) 52 (24.8%)

3～5万 195 130 (66.7%) 65 (33.3%)

1.5～3万 262 167 (63.7%) 95 (36.3%)

1～1.5万 132 80 (60.6%) 52 (39.4%)

0.5～1万 180 91 (50.6%) 89 (49.4%)

0.5万人未満 49 25 (51.0%) 24 (49.0%)

全体 1263 844 (66.8%) 419 (33.2%)

※平成28年度地方公営企業決算統計より作成。

料金回収率100％
以上の団体数と割合

料金回収率100％
未満の団体数と割合
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② 個別団体の経営状況（料金回収率と料金水準に基づく分析） 

 

前述の水道事業の経営状況の概況を踏まえ、本研究会では、上水道事業における

個別団体の経営状況について、より詳細な分析が必要と考え、経営状況と経営努力

の観点から分析を試みた。 

経営状況を示す指標としては、料金回収率を用いることとした。独立採算の原則

からは、給水に係る費用を料金収入ですべて賄うこと、すなわち料金回収率が 100％

以上であることが基本となる。 

経営努力を示す指標としては、家庭用水道料金（月 20 ㎥口径 13 ミリ）を用いる

こととした。経営努力には様々な手段があるため、一つの指標で計ることは難しい

ものの、持続的な経営を確保するためには、将来を見据えつつ必要な料金収入を確

保していくことが必要であり、その状況を示す一つの指標として料金水準を用いる

こととした。 

具体的には、料金回収率を縦軸、家庭用水道料金を横軸とし、平成 28 年度の地

方公営企業決算統計に基づき、各団体の状況をプロットした。（図表５） 

その上で、料金回収率 100％と家庭用水道料金の全国平均の線でＡ～Ｄにグルー

プ分けをし、管路更新率7、資本費8、給水人口１人当たり管路延長など経営状況に

関係すると考えられる各種指標との関係を分析した。（図表６、資料５－１～５－

５） 

 

【図表５ 水道料金と料金回収率の関係（上水道事業 1,262 団体9）】 

 
                                                   
7 「当該年度に更新した管路延長÷管路延長×100」で算出。当該年度に更新した管路延長の割合

を表す指標で、管路の更新ペースや状況を把握できる。 
8上水道事業は、「（減価償却費－長期前受金戻入＋企業債利息＋受水費中資本費）÷年間総有収水

量」で、簡易水道事業は、「（地方債償還金＋地方債利息＋受水費中資本費）÷年間総有収水量」に

より算出。自然条件等により建設改良費が割高になる場合や、用水供給を受けている事業で高く

なる傾向にある。 
9 上水道事業のうち平成 28 年度地方公営企業決算統計において、給水人口が０人の１団体を除い

た。 
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【図表６ 各グループの経営状況に係る指標】 

 

 

さらに、図表７の１～３のラインを用いて、Ａ～Ｄの各グループをＡ２～Ｄ４の

グループに細分化した上で、経営状況に関係すると考えられる各種指標との関係を

分析した。このラインは、料金回収率が 100％となる場合の料金水準が、それぞれ

全国平均の２倍以上、全国平均の 1.5 倍以上、全国平均以上であることを示してお

り、各ライン上の団体は、有収水量当たりの料金で回収すべき経費が同一であると

言える。（図表７、８） 

この結果、各グループの指標の中央値を比較すると、料金回収率を 100％とする

ために必要な料金水準が高いグループほど、資本費や有収水量当たり管路延長など、

構造的な経営条件を表す指標が厳しい値を示すとともに、持続的な経営を確保する

ために計画的な取組が求められる管路更新率も低くなる傾向が認められた。 

特にＢ１に属する団体においては、資本費が 266 円と非常に高くなっていること

もあり、料金水準が 5,000 円に近いにもかかわらず、料金回収率は 60％を下回ると

ともに、管路更新率は 0.09％にとどまっている。このことから、経営条件が特に厳

しい団体においては、管路などの更新投資も十分に行えていない団体が多いと考え

られる。 

なお、水道事業における経営状況等の分析においては、事業規模を表す一般的な

指標として、給水人口規模が用いられるケースが多い。より詳細な分析に当たって

は、上記のように資本費や有収水量当たり管路延長等の指標をあわせて用いること

が有効であるが、これらの指標は、給水区域における人口規模やその密度・分布と

も相関が高いことから、給水人口規模によって一定の傾向が示される場合には、資

本費や有収水量当たり管路延長との関係においても、類似の傾向が想定されると考

えることができる。 
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【図表７ 経営条件が厳しい団体の分析】 

 
 

 

【図表８ グループごとの指標の比較】 
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（２）急速な人口減少が水道事業の経営に与える影響 

 

① 有収水量の大幅な減少 

 

現在、我が国においては、人口減少が急速に進んでおり、有収水量10の大幅な減

少に伴い料金収入についてもさらなる減少傾向が想定される。 

国勢調査に基づく我が国の人口の推移を見ると、平成 22年（2010 年）の 1億 2,806

万人をピークに減少局面に入っている。（図表９） 

一方、有収水量については、平成 12 年（2000 年）の 3,900 万㎥/日をピークに減

少傾向にある。有収水量が人口よりも早い時期から減少傾向に転じているのは、節

水型社会の進展や業務用の大口需要者の撤退等により水需要が減少したためと考

えられる。（図表 10） 

この結果、料金収入についても、平成 13 年度の 2 兆 5,463 億円をピークに減少

傾向が続いている。（図表 11） 

 

【図表９ 日本の人口推移】 

 

  

 

 

 

 

 

                                                   
10 料金徴収の対象となった水量及び他会計等から収入のあった水量。 
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【図表 10 水道事業の将来の需要水量（上水道事業）】 

 

 

 

【図表 11 料金収入の推移（上水道事業、簡易水道事業）】 

 

 

今後、我が国の人口は、2065 年には、ピーク時に比べ 31.2％減の 8,808 万人に

なると推計されている。 

こうした人口減少に伴い、全国の有収水量についても、2065 年にはピーク時に比

べ約４割減の 2,200 万㎥/日になると推計されていることから、このような大幅な

有収水量の減少を踏まえた適切な料金水準の見直しなしでは経営が成り立たなく

なることが想定される。 

特に、現在の給水人口規模別に各団体の人口減少率の推計を見ると、給水人口規
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模の小さい団体ほど、人口減少率が高くなる傾向にある。（図表 12） 

このため、給水人口規模の小さい団体ほど、有収水量の減少の傾向についても、

より大幅な減少率となることが見込まれるため、その影響を正確に見込んだ取組が

不可欠となる。 

 

【図表 12 給水人口規模別の人口減少率推計（2010 年→2040 年）（上水道事業）】 
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② 事業規模の縮小への対応 

 

水道事業は多くの事業用資産の保有を前提としており、上水道事業の給水原価の

うち約５割が資本費となっている。（図表 13） 

平成８年度以降の施設利用率11の推移を見ると、人口減少等による水需要の減少

に伴い、減少傾向が続いており、現在の事業用資産の規模をそのまま維持すると、

水需要に対して過剰な資産規模となり、経営にとって大きな負担となることが懸念

される。（図表 14） 

このため、持続的な経営に向け、更新投資や広域化の取組を進めるに際しては、

今後の水需要に合わせた事業用資産のダウンサイジングを行い、事業費を縮減して

いくことが重要となる。 

 

【図表 13 給水原価の内訳（上水道事業）】 

 

 

 

【図表 14 施設利用率の推移（上水道事業、簡易水道事業）】 

 

                                                   
11 「一日平均配水量÷一日配水能力×100」で算出。一日配水能力に対する一日平均配水量の割

合であり、施設の利用状況や適正規模を判断する指標である。 
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また、事業用資産のダウンサイジングを実現するためには、予防保全の観点に立

った適切なアセットマネジメントを実施する必要がある。 

水道事業におけるアセットマネジメントとは、中長期の更新需要の見通しを試算

した上で、人口減少を踏まえたダウンサイジングや長寿命化等により、トータルコ

ストの縮減や平準化を図り、効率的かつ計画的な更新投資を進めるための取組であ

り、この中で水需要に合わせた事業用資産の適切な規模も検討することが重要であ

る。（図表 15） 

 

【図表 15 水道事業におけるアセットマネジメントのイメージ】 
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（３）老朽化対策と災害対策のための更新需要の増大 

 

水道事業の過去の投資実績を見ると、戦後の水道普及率の増加に伴い施設の整備が

進んだ昭和 50 年頃と、人口の増加に伴い有収水量が増大した平成 10 年頃の２つのピ

ーク期がある。（図表 16） 

最初のピーク期である昭和 50 年頃から 40 年以上が経過する中、有形固定資産減価

償却率12は上昇が続いている。（図表 17） 

 

【図表 16 投資の状況（上水道事業、用水供給事業）】 

 

 

 

【図表 17 有形固定資産減価償却率の推移（上水道事業、用水供給事業）】 

 
                                                   
12 「有形固定資産減価償却累計額÷有形固定資産のうち償却対象資産の帳簿原価×100」で算出。

有形固定資産のうち償却対象資産の減価償却がどの程度進んでいるかを表す指標で、資産の老朽

化度合を示している。 
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既に建設改良費は年々増加傾向にあるが、昭和 50 年頃までに投資した事業用資産

を中心に大量更新時期が到来していることから、今後の更新需要の増大に伴う経営状

況の悪化が懸念される。（図表 18） 

 

【図表 18 建設改良費の推移（上水道事業、用水供給事業）】 

 

 

事業用資産の約７割13を占める管路については、管路経年化率14が年々上昇する一方、

管路更新率15は低調に推移していることから、更新投資が適時にされず、更新需要が

蓄積しているものと考えられる。（図表 19） 

特に、先に分析したとおり、個別団体の経営状況を分析すると、資本費や有収水量

当たり管路延長など、構造的な経営条件を表す指標が厳しい値を示す団体において、

管路更新率が低くなる傾向にある。 

 

                                                   
13 「平成 22 年度 水道におけるアセットマネジメント取組促進等業務報告書」（平成 23 年３月

厚生労働省健康局水道課、株式会社日水コン）による。 
14 「法定耐用年数を経過した管路延長÷管路延長×100」で算出。法定耐用年数を超えた管路延

長の割合を表す指標で、管路の老朽化度合を示している。 
15 「当該年度に更新した管路延長÷管路延長×100」で算出。当該年度に更新した管路延長の割

合を表す指標で、管路の更新ペースや状況を把握できる。 
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【図表 19 管路経年化率と管路更新率の関係（上水道事業、用水供給事業）】 

 

 

また、近年は、地震や大雨など、水道事業において大きな被害が発生する自然災害

が頻発していることから、災害対策の必要性も高まっている。（図表 20） 

こうした中、国においては、「国土強靱化基本計画」（平成 26 年６月３日閣議決定）

に基づく「国土強靱化アクションプラン 2014」（平成 26 年６月３日国土強靱化推進本

部決定）において、基幹管路の耐震適合率を重要業績指標に位置づけ、平成 34 年度

末までに 50％に引き上げることを数値的目標としている。 

厚生労働省による耐震化状況調査（平成 28 年度末時点）によれば、基幹管路の耐

震適合率は 38.7％となっている。特に、計画給水人口規模別に見ると、５万人未満の

団体においては、概ね 25％以下となるなど、中小規模の団体において低い傾向にあり、

引き続き耐震化の取組を進めていく必要がある。（図表 21、22） 

 

【図表 20 近年の地震、大雨等による水道の被害状況（厚生労働省資料）】 
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【図表 21 水道施設における耐震化の状況（厚生労働省資料）】 

 

 

 

【図表 22 計画給水人口区分別の基幹管路の耐震適合率（上水道事業、用水供給事業 】 

計画給水人口区分 事業者数
管路

適合率
都及び政令市 20 58.2%
30万人以上 54 51.4%

15万人以上、30万人未満 83 37.8%
10万人以上、15万人未満 94 31.6%
5万人以上、10万人未満 222 36.4%
3万人以上、5万人未満 225 25.6%

1.5万人以上、3万人未満 271 23.5%
1万人以上、1.5万未満 169 25.1%

0.5万人以上、1万人未満 212 22.0%
0.5万人未満 5 18.4%

用水供給 92 60.2%

上水道＋用水供給 1,447 38.7%

上水道 1,355 35.9%

（出典）平成28年度水道統計を基に総務省作成  
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（４）職員数の減少 

 

水道事業における職員数が減少を辿る中にあって、中長期の視点に立った経営戦略

の策定や専門的な技術の承継、災害時の対応等のためには、組織体制の強化も課題と

なっている。 

地方公共団体の総職員数については、市町村合併や行政改革が進む中、平成６年の

約 328 万人をピークに、平成 29 年には約 274 万人となっており、約 54 万人、16.4％

の減少となっている。（図表 23） 

 

【図表 23 地方公共団体の総職員数の推移（平成６年～平成 29 年）】 

 

※ 総務省自治行政局公務員部作成資料より抜粋 

 

一方、水道事業の職員数については、昭和 55 年度の 7 万 6,084 人がピークとなっ

ており、平成28年度末にはピーク時に比べて約４割減の4万 5,441人となっている。

地方公共団体の一般行政部門等よりも職員数の減少幅が大きくなっているのは、水道

メーターの検針や施設の維持管理等の業務の外部への委託が進んだこと等によるも

のである。給水人口３万人未満の団体では、平均職員数が 10 人を下回る状況となっ

ている。（図表 24） 

また、平成 28 年度の水道統計によると、水道事業の職員の全体の約４割を 50 歳以

上の職員が占めており、このうち半数以上が技術系職員であることから、今後 10 年

程度で多くの技術系職員が退職することとなる。（図表 25） 

以上のことから、職員数が減少する中においても持続的な経営を確保するため、広

域化や民間活用等の抜本改革による組織体制の強化を図るとともに、災害時における

協力体制について、周辺市町村等との広域的な連携を進める必要がある。 
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【図表 24 職員数の推移（水道事業）】 

 

 

 

【図表 25 年齢職層別の職員数（水道事業）】 

 

（出典）平成 28 年度 水道統計 
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２．持続的な経営を確保するための基本的な考え方 

 

水道事業は、住民生活に必要不可欠なライフラインであるとともに、大規模な事業

用資産を保有していることから、計画的かつ合理的な事業経営に基づく持続可能な水

道の維持が求められる。 

特に、これまでの水道事業の経営において想定していなかった急速な人口減少と戦

後の水道の普及に合わせて整備された事業用資産の大量更新時期を迎えている中で、

将来にわたり持続的な経営を確保するためには、中長期の経営見通しに基づく経営基

盤の強化を進める必要がある。 

 

このため、各団体の経営戦略16において、 

①今後の人口減少と適切なアセットマネジメントに基づく更新投資需要を正確に反 

映させた、投資、財源に係る中長期（30～50 年）の試算をした上で、 

②10 年程度の一定期間に収支均衡を図るための抜本的な取組方針と投資・財政計画を

定めることで、 

今後の経営方針を明確にするとともに、具体的な取組を計画的に実施することが求め

られる。 

このような取組を進めるにあたっては、次の視点が重要になる。 

 

＜アセットマネジメントに基づく適切な更新＞ 

水道事業における大規模な事業用資産を将来にわたり適切に維持・更新していくた

めには、中長期の視点に立った需要と供給体制の見通しを踏まえ、適切なアセットマ

ネジメントを実施することにより、トータルコストの縮減や平準化など費用負担を軽

減するための対策を講じた上で、更新投資を着実に進めることが必要である。 

 

＜料金収入の確保＞ 

人口減少に伴う有収水量の減少により、料金収入の大幅な減少が懸念されるととも

に、更新需要の増大により、更新投資のための財源の確保が必要となることから、各

団体の中長期の視点に立った収支見通しに基づき、料金水準を計画的に見直すことが

必要である。 

 

＜広域化、民間活用、ＩＣＴの利活用等の推進＞ 

中長期の収支均衡、収支改善を図るためには、適切な更新や料金収入の確保ととも

に、構造的な経営条件を改善する必要があることから、広域化、民間活用、ＩＣＴの

利活用等に取り組むことが必要である。 

 

                                                   
16 「公営企業の経営に当たっての留意事項について」（平成 26 年８月 29 日付け総財公第 107 号、

総財営第 73 号、総財準第 83 号総務省自治財政局公営企業三課室長通知）において、「「経営戦略」

は、各公営企業が、将来にわたって安定的に事業を継続していくための中長期的な経営の基本計

画である。その中心となる「投資・財政計画」は、施設・設備に関する投資の見通しを試算した

計画（投資試算）と、財源の見通しを試算した計画（財源試算）を構成要素とし、投資以外の経

費も含めた上で収入と支出が均衡するよう調製した中長期の収支計画である。また「経営戦略」

には、組織効率化・人材育成や広域化、PPP/PFI 等の効率化・経営健全化の取組についても必要

な検討を行い、取組方針を記載することが求められる。」とされている。 
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３．今後の具体的な取組方策 

 

急速な人口減少等、水道事業を取り巻く経営環境が厳しさを増す中、中長期の経営

見通しに基づく経営基盤の強化を進めるためには、各団体の経営戦略に定めた取組内

容や投資・財政計画の実績に関し、毎年度、進捗管理を行うとともに、その実績を踏

まえた検証を行い、着実に収支を改善すべく取組内容の見直しを行うことが必要であ

る。 

収支改善に向けた抜本改革等の取組の中でも、特に、複数の市町村の区域を超えた

様々な類型の広域化は、幅広い効果が期待できることから、積極的に取り組む必要が

ある。 

また、住民生活に必要不可欠なライフラインである水道サービスを継続的かつ安定

的に提供するため、適切なアセットマネジメントに基づく着実な管路更新により老朽

化対策、災害対策を進めることが喫緊の課題となっている。 

こうしたことを踏まえ、水道事業の持続的な経営の確保に向けて当面取り組むべき

具体的方策を、下記のとおりとりまとめる。 

 

（１）広域化等の抜本改革の推進 

 

① 「広域化推進プラン」による広域化の推進 

 

ⅰ. 広域化の意義 

 

水道事業の抜本改革の中でも、複数の市町村が区域を超え、連携して事業に取り

組む広域化については、スケールメリットによる経費削減の効果や組織体制の強化

等の幅広い効果が期待できるため、多様な類型の広域化を積極的に推進することが

必要である。（図表 26、27、資料２－１） 

広域化の中でも、経営統合は、経営主体が同一となり、浄水場等の施設の統廃合

や人員、料金収入等の経営資源を一元的に管理するため、給水原価の削減、専門人

材の確保等、経営基盤を強化する効果が最も期待できる。 

一方、地理的要因等により経営統合が実現しにくい地域においても、浄水場等の

一部の施設の共同設置や共同利用等により、施設の更新費用や民間委託等の維持管

理費用の削減等が可能となり、大きな効果が期待できる。 

また、業務の共同委託やシステムの共同化、施設管理業務の受託団体の共同設置

等、事務の広域的処理により、専門人材の確保をはじめとした組織体制の強化によ

る技術水準の確保や業務量の拡大による民間委託コストの削減、事務処理の効率化

等の効果が期待できる。 

なお、近年の頻発する自然災害等への対応力強化の観点からは、特に事業規模の

小さい団体において、災害時の応急給水、応急復旧等を迅速に進めるための組織体

制をどのように確保するかが重大な課題となっている。こうした課題に対応するた

めには、経営統合による組織体制の強化のほか、周辺市町村との事前の協力体制の

構築等、災害時に必要な業務について広域的に対応する仕組み作りが重要であり、

こうした観点からも広域化を積極的に進めていく必要がある。 
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【図表 26 主な広域化の類型（例）】 

 

 

 

【図表 27 広域化の類型別の効果額（イメージ）】 

 

 

ⅱ. 広域化を検討する際の留意点 

 

これまで述べてきたように、広域化の推進は、水道事業の経営基盤強化のための

手段であって、広域化自体が目的ではない。したがって、広域化を検討する際には、

様々な類型や手法についてシミュレーションを行い、その効果を総合的に比較した

上で、各団体において最も適した取組を進める必要がある。その際、事業を継続し

ていく上で必要となる職員数や人口減少予測を反映させた給水人口等の規模につ
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いても算出することにより、シミュレーションを行う区域を設定することも有用で

ある。 

また、人口減少等、経営環境の悪化が急速に進む中、広域化の実現、効果の発現

には十年単位の期間を要する場合も多いことから、可能な限り速やかに検討に着手

することが重要であるとともに、直近の経営状況のみに基づいて広域化の必要性を

判断するのではなく、人口減少や更新需要の増加等を踏まえた 30 年後、40 年後の

経営状況を見据えた上で、広域化の必要性を分析・評価し、計画的に取組を進めて

いく必要がある。 

 

ⅲ. 広域化に係るこれまでの取組と都道府県に求められる役割 

 

総務省では、これまで、「市町村等の水道事業の広域連携に関する検討体制の構

築等について」（平成 28 年 2 月 29 日付け総財公第 31 号、総財営第 13 号総務省自

治財政局公営企業課長、同公営企業経営室長通知）により、厚生労働省では、「水

道事業の広域連携の推進について」（平成 28 年 3 月 2 日付け生食水発 0302 第 1 号

厚生労働省医薬・生活衛生局生活衛生・食品安全部水道課長通知）により、各都道

府県に対し、すべての市町村等を構成員とした広域連携に関する検討体制を早期に

構築し、平成 30 年度までを目途に検討を行い、検討結果を公表するよう要請して

いる。（資料２－２） 

現在、検討体制は、既に全県的な経営統合による広域化が行われている東京都と

香川県を除く 45 道府県すべてにおいて構築されているが、平成 30 年度までに検討

結果を公表予定の団体は、公表済みを含め 21 団体17 となっており、取組の加速が

必要である。（資料２－３） 

市町村の区域を超えた広域化を進めるに際しては、料金水準や施設管理の水準、

財政負担のあり方等、様々な点について調整を行う必要があることから、当事者と

なる市町村のみで取組を進めるのではなく、広域的かつ客観的な立場から都道府県

が積極的な役割を担うことが重要となる。 

都道府県においては、現在、様々な行政分野において、定住自立圏構想や連携中

枢都市圏、病院事業の再編・ネットワーク化、消防広域化等、広域的な連携の取組

が進められているとともに、水道事業については、22 府県において用水供給事業を

実施しているほか、４都県においては末端給水事業まで実施していることから、水

道事業の広域化に関係する部局として、水道行政担当課、市町村財政担当課、広域

連携行政担当課、水道事業を運営している企業局等、多岐にわたる場合が多くなる。

市町村の公営企業の経営面に着目すれば、一義的には市町村財政担当課が主たる取

りまとめを行う必要があるが、都道府県内の広域にわたる水道事業の効率化や技術

的な水準の確保という観点からは、水道行政担当課や水道事業を運営している企業

局等との連携も不可欠である。（図表 28） 

したがって、広域化に関し、経営面や技術面等の幅広い観点からの助言等が可能

となるよう、各地域の実情に即し、関係部局が連携して市町村の取組を支援する体

制の構築が必要となる。 

                                                   
17 「市町村等の水道事業の広域連携に関する検討状況に係るヒアリング実施について（照会）」（平

成 30 年８月１日付け総務省自治財政局公営企業経営室事務連絡）により把握された平成 30 年８

月 15 日現在の状況。 
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【図表 28 都道府県における水道事業の実施状況】 

 

 

ⅳ. 都道府県による「広域化推進プラン」の策定 

 

今後、多様な広域化の取組をさらに推進していくためには、引き続き都道府県を

中心として、具体的かつ計画的な取組を進めていくことが重要である。これまで広

域化を進めてきた地域の実例としても、まずは都道府県を中心に、施設の統廃合、

料金水準の引き上げ幅等を含めた中長期的なシミュレーションを行い、広域化の効

果を比較検討することにより、関係市町村における議論が進んだ例が多い。 

このため、都道府県において、これまでの検討結果を踏まえ、広域化の多様な類

型に応じたシミュレーションを実施し、効果を比較した上で、広域化の基本的な考

え方やスケジュールについて定めた計画（以下「広域化推進プラン」という。）を

策定することが有効である。その際、都道府県は、水道事業者である市町村等と十

分協議するとともに、区域内の水道事業を俯瞰し、小規模な団体等も含め、区域全

体として持続可能な枠組みとなるよう調整を図ることが必要である。 

また、国においても、広域化の取組を加速する観点から、都道府県に対し、広域

化推進プランの策定について、集中的な取組を促していく必要があると考えられる。 

なお、国においては、水道事業が現在直面している様々な課題に対応し、その経

営基盤の強化を図るため、「水道法の一部を改正する法律案」（以下「改正水道法案」

という。）が第 196 回国会に提出され、12 月 1 日現在、参議院において審議中であ

る。この改正水道法案には、①関係者の責務の明確化、②広域連携の推進、③適切

な資産管理の推進、④官民連携の推進及び⑤指定給水装置工事事業者制度の改善が

盛り込まれている。（図表 29） 

改正水道法案第５条の３第１項には、都道府県が「水道基盤強化計画」を定める

規定が盛り込まれており、この中で広域連携に関する事項が位置付けられている。

国においては、都道府県に対して策定を要請する「広域化推進プラン」と改正後の
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水道法に基づく「水道基盤強化計画」との関係を事前に整理の上、地方公共団体に

示し、策定に要する事務等に混乱が生じないよう、十分に配慮する必要がある。 

 

【図表 29 改正水道法案の概要（厚生労働省資料）】 

 

 

ⅴ. 広域化に係る財政措置の拡充 

 

現在、上水道事業の広域化に係る事業については、厚生労働省の生活基盤施設耐

震化等交付金（以下「交付金」という。）における広域化事業等として国庫補助の

対象となっており、この国庫補助事業を対象とした財政措置（水道広域化施設整備

事業）を講じている。（図表 30） 

 

【図表 30 広域化に係る財政措置のスキーム】 

※国庫補助率は原則、事業費の1/3 1/3

　　元利償還金の１/２を普通交付税措置

国庫補助基本額

国庫補助金 一般会計出資債 水道事業債

 
 

しかしながら、現行の財政措置は、その対象を国庫補助事業に限定していること

から、３市町村以上の経営統合に伴う施設整備のみが対象となっており、経営統合

を伴わない施設の共同設置等は対象となっていない。（図表 31） 

今後、都道府県を中心とした検討体制の下で、広域化推進プランに基づく広域化

の具体的かつ計画的な取組を推進していくためには、国において、広域化に係る財

政措置の対象範囲を広げ、広域化推進プランに基づく取組については経営統合以外
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も対象とする等、措置の拡充を検討すべきと考えられる。また、取組を進めるに際

して課題となる国の手続等については、積極的に関係省庁間の調整を行い、取組に

係る負担の軽減を図るべきと考えられる。 

 

【図表 31 広域化に係る財政措置の対象事業の範囲（イメージ）】 
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② 民間活用の推進 

 

水道事業における持続的な経営を確保するための抜本改革としては、これまで述

べてきた広域化とあわせて、民間活用の取組も積極的に検討する必要がある。 

水道事業における民間活用の主な手法としては、指定管理者制度、包括民間委託、

ＰＰＰ／ＰＦＩがある。（図表 32） 

 

【図表 32 水道事業における民間活用の主な手法】 

項目 内容

指定管理者制度
地方自治法第244条の２第３項の規定に基づき、公の施設の管理・運営
を民間事業者に行わせること

包括的民間委託
性能発注・複数年契約により、複数業務を一括して民間事業者に委託
すること

PFI
ＰＦＩ法 （※）に規定するＰＦＩ手法を導入すること、又は、実態としてＰＦＩ
手法に類似した手法を導入すること

※民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成11年法律第117号）  
 

指定管理者制度と包括民間委託は、維持管理業務が委託内容の中心である一方、

ＰＰＰ／ＰＦＩは、維持管理業務のみならず、施設整備の段階から民間事業者が関

与するため、施設整備費の削減等の効果も期待できる。 

民間活用は、維持管理費に関する短期的なコストダウンが期待されだけでなく、

「民」の有する優れた技術やノウハウを積極的に活用する点にも意義があり、既に

多くの団体で取組が進められている。（図表 33） 

なお、ＰＰＰ／ＰＦＩのうちコンセッションについては、先に述べた今般の水道

法の改正により、地方公共団体が、水道事業者等としての位置付けを維持しつつ、

水道施設の運営権を民間事業者に設定できる方式が創設されることとなっている。 

 

【図表 33 民間活用の具体事例】 
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（２）適切なアセットマネジメントに基づく着実な更新投資の促進 

 

① アセットマネジメントの充実 

 

ⅰ. 中長期の視点に立ったアセットマネジメントの必要性 

 

水道事業は、住民生活に必要不可欠なライフラインであるとともに、大規模な事

業用資産を保有していることから、適切なアセットマネジメントに基づき、必要な

施設を将来にわたり適切に維持・更新していくことが極めて重要となる。 

水道事業におけるアセットマネジメントとは、中長期の更新需要の見通しを試算

した上で、人口減少を踏まえたダウンサイジングや長寿命化等により、トータルコ

ストの縮減や平準化を図り、効率的かつ計画的な更新投資を進めるための取組であ

る。 

アセットマネジメントの水準について、厚生労働省による「アセットマネジメン

トの手引き」18においては、更新需要の検討手法についてはタイプ３、財政収支見

通しの検討手法についてはタイプＣが標準型となっている。タイプ３・Ｃのアセッ

トマネジメントは、現在の資産状況を基に将来の更新需要を把握した上で、現在の

給水人口による資金収支、収益的収支を基に財政収支見通しを検討する内容となる。

（資料３－１） 

しかし、今後、持続的な経営を確保するためには、より中長期の視点に立ったア

セットマネジメントの手法を導入し、人口減少等による有収水量の減少や、施設の

再構築・ダウンサイジング等も踏まえた将来の更新費用を算定し、財政収支見通し

を検討した上で、仮に、将来の更新費用について、すべて料金で賄うこととした場

合に必要となる料金水準を把握することが求められることから、「アセットマネジ

メントの手引き」におけるタイプ４・Ｄの水準が必要となる。 

現在、上水道事業と用水供給事業においてアセットマネジメントを実施している

団体は約７割となっているが、タイプ３・Ｃ以上の水準を実施している団体は約３

割、タイプ４・Ｄを実施している団体は約３％にとどまっている。（資料３－２） 

今後、各団体において、アセットマネジメントの導入を進めるとともに、その水

準を引き上げる必要があり、国においても、経営戦略におけるタイプ４・Ｄ以上の

アセットマネジメントの実施を要請し、財政措置の要件とすることも視野に、対策

を促す必要がある。 

 

ⅱ. アセットマネジメントに基づく料金水準の見直し 

 

中長期の視点に立ったアセットマネジメントを実施した結果、現行の料金水準で

は更新投資に必要な財源を賄えない場合には、料金水準の計画的な見直しを進める

ことが必要である。 

一方で、水道事業の料金水準は、近年、横ばいで推移しており、厚生労働省と総

務省の調査においては、回答のあった事業者のうち、直近の料金改定から５年以上

                                                   
18 「水道事業におけるアセットマネジメント（資産管理）に関する手引き ～中長期的な視点に

立った水道施設の更新と資金確保～」（平成 21 年７月厚生労働省健康局水道課） 



29 

 

が経過している事業者が、約７割に上っている。（図表 34、35） 

このため、各団体における料金水準見直しの検討を推進するため、国においても、

アセットマネジメントを踏まえた料金水準の試算が可能となるツールを提供する

等、対策を講じる必要がある。 

 

【図表 34 上水道事業の料金水準の推移】 

 

 

 

【図表 35 水道料金改定の状況】 
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② 着実な更新投資の促進 

 

ⅰ. 財政措置の必要性 

 

水道は住民生活に必要不可欠なライフラインであり、老朽化による事故等が発生

した場合には、国民生活に大きな影響を与えることから、すべての地域で水道サー

ビスが持続的かつ安定的に提供されるよう、着実な更新投資を進めることが不可欠

である。 

このため、老朽化対策や災害対策のための更新需要が増大する中にあっても、す

べての事業者が、中長期の視点に立ったアセットマネジメントを実施するとともに、

料金水準の計画的な見直しや広域化等の抜本改革による投資費用の削減等を通じ

て更新投資のために必要な財源を確保する必要がある。 

その上で、広域化等の抜本改革に取り組み、経営基盤の強化を進めても、なお、

着実な更新投資のための財源の確保が困難となる経営条件が極めて厳しい団体に

ついては、水道事業者として水道サービスを適切に提供する責務を果たせる環境を

整えるべく、国において、更新投資に係る財政措置を講じる必要がある。 

先に分析したとおり、現時点において資本費が非常に高い水準にあるなど、経営

条件が構造的に厳しい団体においては、管路更新率が低い水準にとどまる傾向があ

り、適切な更新投資が行われていないものと考えられる。 

こうした団体においても、まずは、料金水準の見直しによる料金収入の確保や広

域化推進プランに基づく広域化の取組等、自らの経営努力が求められることは言う

までもないが、広域化等の抜本改革の実現には一定の時間を要し、頻発する自然災

害への対策が喫緊の課題となっていることを踏まえれば、その間、本来対策が必要

な施設について更新投資が実施されないことは大きなリスクにつながりかねない。

また、更新投資の遅れが広域化の支障になっているとの指摘もある。 

このため、一定の経営努力を前提としつつ、経営条件が厳しく、現状において更

新投資が進んでいない団体においても、老朽化対策、災害対策のための着実な更新

投資が実施されるよう、国において、特段の財政措置を検討すべきである。 

 

ⅱ. 財政措置の対象事業と期間の考え方 

 

水道事業において更新投資の対象となる主な事業用資産には、「浄水場等の施設」

と「管路」がある。 

このうち、浄水場等の施設については、今後、広域化の取組が進む中で、あらた

めて更新投資のあり方が検討される可能性が高いことから、こうした取組に先立っ

て更新を進めることは広域化を阻害する要因ともなりかねない。また、当面は長寿

命化等の対策を行うことで更新時期の調整を図ることが可能なものも多いと考え

られる。 

一方、管路については、末端給水事業における事業用資産の約７割19を占めてお

り、経営条件が厳しい団体ほど管路更新率が低くなるとともに、管路の約９割を占

                                                   
19 「平成 22 年度 水道におけるアセットマネジメント取組促進等業務報告書」（平成 23 年３月

厚生労働省健康局水道課、株式会社日水コン）による。 
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める配水管路については、広域化の取組に関わらず着実に更新投資を進める必要が

あると考えられる。 

このため、今回検討する措置については、管路の更新事業に限って対象とすべき

である。また、今後、広域化の取組が進み、浄水場等の施設の更新投資のあり方等

が検討される中で、浄水場等の施設も含めた更新投資に係る財政措置のあり方につ

いても、あらためて検討すべきと考えられることから、期限を定めた措置にすべき

と考えられる。 

 

ⅲ. 財政措置の対象団体の要件 

 

今回検討する財政措置の対象団体の要件は、経営条件の厳しさを示す指標と管路

更新の負担の大きさを示す指標に着目すべきと考えられる。 

また、経営条件の厳しい団体においては、料金収入の確保をはじめとした経営努

力が特に求められることから、一定の経営努力を示す指標として、料金水準に係る

要件等についても検討すべきと考えられる。 

 

ⅳ. 一般会計から公営企業会計への繰出のあり方 

 

これまで上水道事業における建設改良費については、独立採算の原則に基づき、

水道事業債による対応を基本としつつ、事業施設を建設する当初や施設の拡張に際

しては巨額の費用を要することから、独立採算の原則の下で資本を増強し、経営基

盤を強化するため、一般会計からの出資による繰出を行う制度を設けてきた。（資

料４） 

出資と補助を比較すると、一般会計から特別会計への現金の動きは同一であるが、

出資により繰り入れられた資金は事業経営の中で毀損せずに維持することが前提

とされており、一方、補助金は対象経費に充当することが前提とされている。 

このため、繰出金を充てて整備した施設の減価償却費については、出資の場合は、

当該出資相当分の減価償却費を料金で回収することとなるが、補助の場合は、当該

補助相当分の減価償却費については、料金で回収する必要がない。 

これらを踏まえると、経営条件の厳しい団体については、資本費や料金水準が相

対的に高く、更新投資を進めることにより、料金で回収すべき資本費の増加への対

応が困難となることなどが懸念されることから、従来の出資ではなく、料金の引上

げを抑制する効果のある補助による繰出とすることも考えられる。 

しかしながら、公営企業の典型的な事業である水道事業において、独立採算の原

則の例外として位置づけられる補助の仕組みを導入するにあたっては、料金水準の

あり方や上水道事業と簡易水道事業の関係の整理等、今後さらに検討すべき課題が

多いことから、水道事業全体としての体系を含め、慎重に検討する必要がある。 

 

ⅴ. 水道管路耐震化事業との関係 

 

現在、水道管路の建設改良に係る事業については、厚生労働省の交付金における

水道管路耐震化等推進事業として国庫補助の対象となっているほか、水道管路耐震

化事業として平成 30 年度までの時限的な財政措置を講じている。（図表 36） 
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【図表 36 水道管路耐震化事業のスキーム】 

 〈国庫補助事業〉 

国庫補助金
3/4

　　元利償還金の1/2を普通交付税措置

一般会計出資債 水道事業債
1/4

国庫
補助金

通常事業分 上積事業分
（H22～24平均事業費） 地方負担額

 

 〈地方単独事業〉 

3/4

   元利償還金の1/2を普通交付税措置

一般会計出資債
1/4

水道事業債

通常事業分 上積事業分
（H22～24平均事業費） （地方負担額）

 

 

水道管路耐震化事業は、水道が住民生活に必要不可欠なライフラインであること

から、水道施設の災害対策を推進するため、水道管路の耐震化事業を対象として財

政措置を講じている。 

近年の災害においても、水道施設が大きな被害を受け、長期間の断水するケース

等が生じたことなどを踏まえれば、管路の耐震化は、引き続き重要な課題と言える。 

特に、水道管路の耐震化は、実態においては、水道管路を更新することにより進

められるものであり、経営条件が厳しく、現状において更新投資が進んでいない団

体においては、耐震化についても進んでいないと考えられることから、今回検討す

る財政措置については、現行の水道管路耐震化事業との関係についても十分に検討

する必要がある。 
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４．今後引き続き検討すべき課題 

 

（１）簡易水道事業の統合の取組の検証 

 

簡易水道事業は、水道事業のうち給水人口５千人未満のものであるが、上水道事業

に比べ、給水人口密度が低いなど、経営条件の厳しいものが多いことから、従来、一

般会計からの一定の繰入について財政措置を講じ、その繰入額を前提とした経営がな

されている。 

平成 19 年度からは、簡易水道事業の経営基盤の強化を図るため、国においても、

簡易水道事業と上水道、あるいは簡易水道事業同士の事業統合を推進している。 

この結果、簡易水道事業を含む水道事業全体の経営基盤が強化された面があるもの

の、なお、経営基盤の脆弱な簡易水道事業も見られるほか、統合により上水道事業と

なった統合水道 の中でも経営基盤が脆弱なままの団体も見られる。 

このため、平成 31 年度までの取組である簡易水道事業の統合について、成果検証

を行い、上水道事業との関係も含め、今後のあるべき姿を検討する必要がある。 

 

（２）「水道」以外の多様な給水方法の検討 

 

今後、急速な人口減少が進む中、広域化等の抜本改革を進めたとしても、極めて小

規模な経営条件の不利な団体においては、現行の水道の技術水準や仕組みを維持した

まま経営基盤を強化するにも限界があり、既存の施設の維持が困難となる団体が出て

くることも考えられる。 

現在、厚生労働省において、水道法に定める「水道」以外の手法による衛生的な水

の供給について技術的な検討が進められている20。 

今後、こうした検討結果も踏まえ、多様な給水方法のあり方について検討を進める

必要がある。 

 

（３）ＩＣＴ、ＩｏＴ等の先端技術の活用 

 

水道事業における職員数が減少する中、経営基盤の強化を図るためには、広域化等

の様々な抜本改革に加え、ＩＣＴ、ＩｏＴ等の先端技術を活用することにより、業務

を効率化することが重要となる。 

現在、既に多くの水道事業において、浄水場等における集中監視・遠隔操作や水質

の自動管理等の導入により、浄水・配水運用の効率化・高度化を図っている。 

さらに、今後の活用が期待される場面として、水道スマートメーターによる自動検

針や漏水情報の自動収集等が想定され、東京都、横浜市、神戸市といった大都市を中

心に水道スマートメーターに関する実証実験が実施される等、実用化に向けた取組が

進んでいる。（図表 37） 

 

                                                   
20 「水道事業の統合と施設の再構築に関する調査（小規模集落における給水手法に関する調査）」 

（平成 25 年２月厚生労働省健康局水道課）、「人口減少地域における多様な給水方法の検討に関す

る調査」（平成 30 年３月厚生労働省医薬・生活衛生局水道課）等を通じて検討を進めている。 
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【図表 37 各事業体の水道スマートメーターに関する実証実験】 

 
 

事業体 東京都水道局 横浜市水道局 神戸市水道局

目的
・水道使用量の見える化
・見守りサービスの提供

・ガスメーターとの無線自動検針の
共有化の検証
・無線検針と実検針の正確性の比較
や自動化によるメリット・デメリットに
ついて検証

・水道管理コストの削減
・適切な施設投資計画
・水道管ネットワークの効率的な運
用管理

実証実験期間 平成26年9月～平成28年１月 平成27年４月～平成28年３月 平成28年4月～平成29年3月

内容

２つのサービスについて、技術開発
を実施。
・　「使用水量の見える化」・・・ご自宅
における日々の使用水量を、表示装
置やインターネット等により手軽に確
認できるサービス
・　「みまもり」・・・見守られる側のお
客さまの水使用に異常があった場
合、見守る側のお客さまに対し、E
メールによって異常を通知するサー
ビス

・　ガスと水道のスマートメーターを設
置し、２つを同一の発信機（水道は
変換機あり）と接続し、無線自動検針
システムを構築。
・　検針員の目視による実際の検針
データを比較することで、無線通信
の信頼性など、実運用面からの有効
性を総合的に評価・検証。

・　収集して可視化された分析結果
の確認。
・　計測結果に基づき、従来のアナロ
グメーターとの制度や有用性の比較
検討を行うとともに、漏水検知への
適用の可否について評価。

共同研究企業等
NTTPCコミュニケーションズ
沖電気工業

東京ガス
日立製作所

NTT西日本
センサスジャパン
ミライト・テクノロジーズ  

（出典）公益財団法人水道技術研究センター調査（平成 30年７月）の結果を一部抜粋。 

 

また、経済産業省においては、平成 28 年度からの３年間、水道事業におけるＣＰ

ＳやＩｏＴ活用に向けた標準化等の検討や実証実験に取り組んでいる21。 

今後、こうした検証結果も踏まえ、水道事業におけるＩＣＴ、ＩｏＴ等の先端技術

の活用のあり方について検討を進める必要がある。 

                                                   
21 経済産業省が三菱総合研究所に委託し、「平成 28 年度 IoT 推進のための社会システム推進事

業（社会インフラ分野での IoT 活用のための基盤整備実証プロジェクト）調査報告書」（平成 29

年 3 月三菱総合研究所）を公表している。 


